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所得税法 

新型コロナウイルスによる出入国制限で居住者・非居住者の判断が難しい場合の確定申告に

ついて 

新型コロナウィルス（COVID-19）により各国政府が出入国制限、強制的な検疫措置などを

相次いで実施するなか、企業も在宅勤務またはテレワークを導入するようになり、これらの

制限や措置によって、個人の国境を越える移動および台湾域内での滞在日数が影響され、被

雇用者の居住者・非居住者の判断を困難にさせています。財政部はこれを鑑み、各地区の税

務当局が所得税法など関連規定を適用する際に、個別の事実状況に基づき寛大に審査・認定

するよう求めています。納税義務者は、居住者・非居住者の判断に疑義がある場合は、過年

度の申告方法で先に申告し、税務当局の審査で必要と認められた場合、個別の状況に基づき

関連の証拠書類を提出し認定を受けることが可能です。 

PwC台湾の見解： 

1. 所得税法第7条および財政部の通達によれば、台湾域内の個人居住者であるかどうかは、

台湾に戸籍があるかどうかおよび滞在日数に基づき認定されます。以下いずれかの条件

に適合する場合、台湾居住者に該当することになります。 

(1) 台湾に戸籍があり、かつ1課税年度内の台湾滞在日数が合計31日以上 

(2) 台湾に戸籍があり、台湾滞在日数は合計1日以上31日未満であるが生活および経済の

本拠が台湾にある 

(3) 台湾に戸籍がないが、1課税年度内の台湾滞在日数が合計183日以上 

2. 源泉徴収義務者が各種所得を支給する時、営利事業者が利益配当を分配する時、または個

人が個人所得税の確定申告を行う時に、居住者・非居住者の判定について疑義がある場合

は、先に過年度の申告方法で申告するほか、税務当局の審査に備えて関連証拠書類を準備

しておくことが望まれます。 

会社法・証券管理に関する法律 

「税引後当期純利益」から積み立てる利益準備金の計算方法について 

会社法第237条に定める利益準備金の積み立てについては、「税金支払い後、配当前に10％

の利益準備金を積み立てなければならない」と定められていますが、何に対する10％なのか、

その計算ベースは明示されていません。実務上、「税引後当期純利益」の10％と「実際配当
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額」の10％の2種類の積み立て方法が認められています。経済部が2020年1月9日に発行した

経商字第10802432410号通達では、利益準備金を「税引後当期純利益」の10％で積み立て

ている場合、今後は「税引後当期純利益」に「損益を経由しないその他の未処分利益増減額」

を加減算した金額（＝純資産増減額）を利益準備金積立額の計算ベースとしなければならな

いとしました。なお、会社に繰越欠損がある場合は、積み立て前に先に欠損填補を行わなく

てはなりません。 

 

PwC台湾の見解： 

1. 【算式1】「税引後当期純利益」に基づき利益準備金積立額を計算している場合、計算方

法の変更時期については、原則として2019年度の利益処分（2020年度開催の株主総会に

よる）より適用開始ですが、2020年度の利益処分（2021年度開催の株主総会による）に

延期して適用開始することも認められています。なお、過年度に積み立てた利益準備金に

ついては遡及調整を行う必要はありません。 

2. 【算式2】「実際配当額」に基づき利益準備金積立額を計算している場合、計算方法は上

記の通達によって影響を受けることはありません。 

3. また、上記の通達の趣旨によれば、会社が過去に積み立てた任意積立金を取り崩す際に

は、利益準備金を積み立てていない金額の戻入れた場合は利益準備金を積み立てること

が必要と考えられ、すでに利益準備金を積み立てている金額の戻入れた場合は再度積み

立てる必要はないものと考えられます。 
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